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1．はじめに
東日本大震災は、地震とそれに伴って発生した
津波、そして原子力発電所事故という複合的な大
災害である。その被害は、東北3県（岩手県・宮城
県・福島県）を中心に、非常に広範囲に亘った。
東日本大震災における県レベルの復興計画は、青
森、岩手、宮城、福島の4県で策定された。本研
究では特に甚大な被害が及んだ宮城県・岩手県・
福島県の東北3県を射程とし、その復興計画の策
定プロセスの実態を分析する。
以下、第2節では県レベルの復興計画について、
それらの策定時期と計画期間、内容を概説すし、
第3節では市町村レベルの復興計画の策定状況に
ついて、ケーススタディとして各県2つの沿岸市
町、計6市町（岩手県釜石市、岩手県陸前高田市、
1 本研究は、平成28年度復興庁委託調査事業「東日本大震災の復興状況に関する調査事業」の一環で行われた。本研究の記述に当たっては、
各省庁の復興計画に関する統計データおよび、2016年8月〜 9月に実施した6市町（岩手県釜石市、岩手県陸前高田市、宮城県南三陸町、宮
城県東松島市、福島県新地町、福島県南相馬市）ヒアリング調査、2016年10月〜 11月に実施した東北３県庁（岩手県、宮城県、福島県）ヒア
リング調査を使用した。
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The Great East Japan Earthquake struck North-east Japan by devastating earthquakes 
and tsunami on March 11, 2011. In its reconstruction, reconstruction plans have been for-
mulated at the national, prefectural, municipal level, and rebuilding has been proceeded 
based on those plans. This research was focused on the process formulation and opera-
tion of a reconstruction planed by both prefecture level municipal level. As a result, the 
reconstruction plan was divided into three types. And it was suggested that it is necessary 
to emphasize three points: the time to formulate a reconstruction plan, the membership of 
reconstruction planning committees, and the establishment of a follow-up organization to 
check progress of recovery.
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宮城県南三陸町、宮城県東松島市、福島県新地
町、福島県南相馬市）を取り上げ、（1）復興計画策
定の時期、（2）復興計画策定プロセスの特徴、（3）
復興計画の策定方法、（4）復興計画策定後のプロ
セスを検討する。以上を踏まえたうえで、第4節
では東日本大震災における復興計画の実態を考察
し、将来の災害対応において改善すべき今後の課
題を述べる。
2．東北3県における復興計画策定プロセスの実態
（1）東北3県の復興計画の策定時期
東北3県においては、甚大かつ広範囲な災害か
らの復旧・復興を目指すため、復興計画の策定を
もってその道筋が示された。まず、東北3県におけ
る復興計画の策定日については、岩手県が最も早
く、震災から約5か月後の2011年8月11日に計画を
策定している。次いで、宮城県が震災から約7か
月後の2011年10月19日、最も遅い福島県は震災か
ら約9か月後の2011年12月28日に計画を策定してい
る。まず、この策定時期について、戦後に発生し
た自然災害として東日本大震災に次ぐ犠牲者数と
なった、1995年1月に発生した阪神・淡路大震災と
比較する。阪神・淡路大震災においては、「阪神・
淡路震災復興計画（ひょうごフェニックス計画）」が
震災から約半年後の1995年7月28日に策定されて
いる（計盛,2005）。これと比較すると、岩手県は2
か月ほど早く、宮城県は約1か月遅れで策定された
ことになる。一方で、福島県の復興計画は阪神・
淡路大震災の復興計画より約3か月遅れての策定
となった。東北3県の復興計画の計画策定時期の
タイムラグは、復興計画の元となる基本方針の策
定時から生じている。基本方針は、復旧・復興に
向けて、緊急的に取り組む内容や、復興計画の策
定など、基本的な方針を明らかにするものである。
その基本方針の策定に関して、岩手県、宮城県は
震災から約1か月後の2011年4月12日に策定してい
るが、福島県は岩手、宮城から4か月遅れた2011
年8月11日に策定している。阪神・淡路大震災にお
いては、兵庫県が有識者による「都市再生戦略策
定懇話会」からビジョンの提言を受け、「阪神・淡
路震災復興計画　―基本構想―」を策定したのが
震災から約3か月後の1995年4月12日であり、これ
と比較すると、岩手、宮城の基本方針は阪神・淡
路大震災とほぼ同時期であったことがわかる。一
方で、福島県は震災から5か月後にようやく基本
方針策定にこぎつけている。このような策定時期
に差が生まれた要因は、自然現象である地震やそ
れに伴う津波による被害に加えて、福島第一原子
力発電所の事故の収拾と、事故によってもたらさ
れたあらゆる影響が関係している。本調査で実施
した福島県に対するヒアリング調査では、基本方
針である「復興ビジョン」策定の準備が本格的にス
タートしたのが震災から1か月後の2011年4月、つ
まり、岩手県、宮城県が基本方針の策定が完了し
たときであったことがわかった。
このようなタイムラグが起きたことは、自然災
害が引き起こした被害への対応に加え、原発事故
の状況把握がままならなかったことが主たる要因
であった。また、福島県の復興ビジョンの基本理
念は「1．原子力に依存しない、安全・安心で持続
的に発展可能な社会づくり」「2．ふくしまを愛し、
心を寄せるすべての人々の力を結集した復興」「3．
誇りあるふるさと再生の実現」の3つから成り立っ
ているが、その第一理念である「原子力に依存し
ない、安全・安心で持続的に発展可能な社会づく
り」を組み入れる／入れないで議論があり、まと
めあげる際に時間を要したことも要因の一つとし
て挙げられる。
以上のように、東北3県における復興計画の策
定時期は、阪神・淡路大震災と同様の県がある一
方で、福島県の場合はその策定に一定の時間を要
することになった。それは、原発事故の実態とそ
の被害の把握が困難であったことや、従前の経済
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基盤の一つであった原発からの脱却を示す基本理
念に対しての合意形成に一定の議論が必要であっ
たことがその要因の一端であると考えられる。
（2）東北3県の復興計画の期間と内容
次に、東北3県（岩手県、宮城県、福島県）の復
興計画の期間とその内容について概説する。復興
計画の期間については、宮城県、福島県が2011年
度から2020年度までの10年間、岩手県が2011年度
から2018年度までの8年間としている。阪神・淡
路大震災は10年を復興計画の期間としていた。ヒ
アリング調査において岩手県は、8年という期間
を設定した理由について、複数の期間を示したう
えで、市町村との意見交換、あるいは復興委員会
での議論のなかで、より迅速な復興を目指すため
の県としての強いメッセージを出すためであった
と述べている2。また、岩手県の総合計画が2018
年度までの10年計画になっているため、復興計画
の終点（2018年）を合わせた形としている。
次に、東北3県の復興計画の内容について概説
する。まず、被災者支援に関しては、東北3県の
共通項目として、被災者の生活の安定のために、
住環境の再建支援と心のケアが挙げられている。
福島県に関しては、被災者支援のあり方を県内避
難者と県外避難者に大別したうえで、県内避難者
に対しては岩手県、宮城県と同様に住環境の再建
支援や雇用の維持確保等を項目に掲げている。一
方、県外避難者に対しては、県内帰還へのサポー
トを行うとともに、県外避難の生活サポートに関
しては、避難者が生活する広域自治体と連携して
支援を推進することを項目に掲げている。
公共インフラに関しては、災害に強い交通イン
フラの整備等、防災・減災につながるインフラの
再構築が目指されている。特に、岩手県では「災
害に強い高規格幹線道路等の幹線道路ネットワー
ク」の整備、福島県では、浜通りと中通りをつな
ぐ道路や東西連携道路など、新たな交通インフラ
の拡充を項目に掲げている。
住宅・まちづくりに関しては、多重防御による
住民の安全確保が共通項目となっている。また、
岩手県は「住民生活等に必要な機能をコンパクト
に集約」、宮城県は「高台移転、職住分離」、福島
県は「住居の集団移転を促進」といったように、ま
ちづくりにおいて、居住地区を集約し、移転を促
すことが共通項目となっている。
最後に、産業振興に関しては、各県の産業にお
いて占める割合が高い農業や水産業、そして、交
流人口を増やすための観光についての項目が掲げ
られている。農業、水産業においては、生産性を
高め収益性を高めることや生産・加工・流通を一
体化したり、2次・3次産業と連携して地域ビジネ
スの展開や新たな産業を創出する「6次産業化」を
推進することを柱としている。また、観光におい
ては、災害ボランティアをはじめとして、震災を
きっかけに被災地へ訪れた人々と継続的な関係を
結ぶことを目的として岩手県の「おもてなしの郷
いわて」や、インバウンド（海外から日本へ来る観
光客）に対する対応を強化する取組などがみられ
る。また、産業振興として、福島県独自の重点事
項としては、県の基本理念の一つである「原子力
に依存しない、安全・安心で持続的に発展可能な
社会づくり」を叶えるため、再生可能エネルギー
の導入拡大および、再生可能エネルギーに係る最
先端技術開発などを実施する研究開発拠点の整備
がある。
2 2016年11月1日実施の岩手県ヒアリング調査より
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3．東北3県の各市町村における	
復興計画策定プロセスの実態
本節では、東北3県（岩手県、宮城県、福島県）
の市町村における復興計画の策定状況について概
観するとともに、2016年8月に実施した6市町ヒア
リング調査をケーススタディとして用い、（1）復
興計画策定の時期、（2）復興計画策定プロセスの
特徴、（3）復興計画の策定方法、（4）復興計画策定
後のプロセスを検討する。
東北3県の市町村においては、沿岸部を中心に
復興計画が策定された。その総数は東北3県内の
全127市町村のうち、65市町村であり、約半数の
51%であった。県ごとに見てみると、岩手県内で
は約36％（12市町村）、宮城県内では約66％（21
市町村）、福島県では約58％（34市町村）の市町村
が復興計画を策定した（表1）。また、本項でケー
ススタディとして用いる6市町（岩手県釜石市、岩
手県陸前高田市、宮城県南三陸町、宮城県東松島
市、福島県新地町、福島県南相馬市）の復興計画
の概略は以下の表のとおりである（表2）｡
（1）復興計画策定の時期
復興計画を策定した市町村のうち、その半数以
上が2011年12月以前に策定を行っている。なかで
も、2011年12月に集中して復興計画を策定してお
り、その数は東北3県全体でみると、計画を策定
した全65市町のうち、約27％にあたる18市町と
なっている（図1）。
一方、県別にみると、岩手県は復興計画を策定
した12市町のうち、8市町が2011年11月以前に、4
市町が2011年12月に策定し、宮城県、福島県内の
市町村よりも早い段階で復興計画が策定されてい
る。一方、宮城県は復興計画を策定した19市町村
のうち、10市町が2011年11月以前の策定、福島県
は34市町のうち、1市（相馬市）のみが2011年11月以
降の策定となっている。また、福島県においては、
福島県内で復興計画を策定した市町村全34のう
ち、2012年1月以降に全体の約82%にあたる28市町
村が計画の策定を完了しており、岩手県、宮城県
との計画策定時期と比べて、策定の動きが遅かっ
たことがうかがえる。福島県の復興計画策定が遅
れた要因としては、福島第一原子力発電所の事故
による影響が大きいと考えられる。福島県の復興
担当部局は、県内の市町村における2011年当時の
復興計画の策定状況について、南相馬市など比較
的早い市町もあったが、その大半は何から始めて
よいか分からないといった、混乱状況にあったと
いう3。そのなかで、2011年12月28日に福島県復興
計画が策定され、県内の多くの市町村がそれに追
従する形で復興計画を策定することになった。
また、復興計画が2011年12月に比較的集中して
策定される傾向が高かった要因としては、平成23
年11月21日に成立した平成23年度第3次補正予算
を待ってから計画を策定したことが考えられる。
第3次補正予算は、本格的な復興予算として位置
づけられるものであるが、予算成立が遅れた要因
としては、首相交代などの政治的要因により、財
源を巡る議論が長引いたことが考えられる（財政
金融課, 2011）。復興予算としての第三次補正予
3 2016年10月31日実施の福島県ヒアリング調査より
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図1. 東北3県別　市町村の復興計画の策定時期
（対象市町村＝65）
（内閣府報告および各県の報告を参考に筆者作成）
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表1. 東北3県別　復興計画策定市町村名
岩手県（12市町村／全33市町村） 宮城県（21市町村／全35市町村） 福島県（34市町村／全59市町村）
野田村、岩泉町、山田町、普代
村、陸前高田市、釜石市、洋野
町、宮古市、田野畑村、大船渡
市、久慈市、大槌町
亘理町、多賀城市、角田市、大崎
市、仙台市、石巻市、登米市、東松
島市、女川町、利府町、岩沼市、塩
竃市、気仙沼市、七ヶ浜町、名取
市、白石市、山元町、松島町、南三
陸町、栗原市、涌谷町
福島市、二本松市、伊達市、本宮市、国見町、川俣
町、大玉村、郡山市、須賀川市、田村市、鏡石町、天
栄村、石川町、白河市、西郷村、矢吹町、棚倉町、塙
町、鮫川村、猪苗代町、金山町、相馬市、南相馬市、
広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、
浪江町、葛尾村、新地町、飯舘村、いわき市
（内閣府防災担当報告（2012）および各県の報告を参考に筆者作成）
表2. 6市町の復興計画概略
岩 手 県 宮 城 県 福 島 県
釜石市 陸前高田市 南三陸町 東松島市 新地町 南相馬市
名 称 釜石市復興 まちづくり基本計画 陸前高田市復興計画 南三陸町復興計画
東松島市復興 
まちづくり計画 新地町復興計画 南相馬市復興計画
策定日 2011年12月22日 2011年12月23日 2011年12月26日 2011年12月26日 2012年1月23日 2011年12月21日
計画年数 10年 8年 10年 10年 10年 10年
改定の有無 無し 無し 有り 無し 有り 無し
目指す
べ き 
将来像
三陸の大地に光輝き
希望と笑顔があふれ
るまち釜石
海と緑と太陽との共
生・海浜新都市の創
造
自然・ひと・なりわ
いが紡ぐ安らぎと賑
わいのあるまち
あの日を忘れず　と
もに未来へ　「東松
島一心」
「やっぱり  新地がい
いね」 「自然輝き　笑
顔あふれる　町再建」
心ひとつに　世界に
誇る　南相馬の再興
を
基本方針
（1）災害に強い都市構
造への抜本的転換
（2）この地で生き続け
るための生活基盤
の再建
（3）子どもたちの未来
や希望の創造
（1）世界に誇れる美し
いまちの創造
（2）ひとを育て命と絆
を守るまちの創造
（3）活力あふれるまち
の創造
目標1 
安心して暮らし続けら
れるまちづくり
目標2 
自然と共生するまちづ
くり
目標3 
なりわいと賑わいのま
ちづくり
（1）防災・減災による
災害に強いまちづ
くり－防災自立都
市の形成－
（2）支え合って安心して
暮らせるまちづくり
（3）生業の再生と多様
な仕事を創るまち
づくり
（4）持続可能な地域経
済・社会を創るま
ちづくり
基本的視点 
（1）命と暮らし最優先
のまち
（2）人の絆を育むまち
（3）自然と共生する海
のあるまち
土地利用構想 
（1）二線堤による土地利用
（2）建築制限による職
住分離
（3）利便性の確保
（1）すべての市民が帰
郷し地域の絆で結
ばれたまちの再生
（2）逆境を飛躍に変え
る創造と活力ある
経済復興
（3）原子力災害を克服
し世界に発信する
安全・安心のまち
づくり
基本目標
基本目標1 
暮らしの安全と環境を
重視したまちづくり
基本目標2 
絆と支えあいを大切に
するまちづくり
基本目標3 
生活の安心が確保され
たまちづくり
基本目標4 
人やもの、情報の交流
拠点づくり
基本目標5 
ものづくり精神が息づ
くまちづくり
基本目標6 
強く生き抜く子どもを
育てるまちづくり
基本目標7 
歴史文化やスポーツを
活かしたまちづくり
基本方向1 
災害に強い安全なまち
基本方向2 
快適で魅力のあるまち
基本方向3 
市民の暮らしが安定し
たまち
基本方向4 
活力あふれるまち
基本方向5 
環境にやさしいまち
基本方向6 
協働で築くまち
（1）命を守る土地利用
への転換
（2）地域コミュニティ
の再構築
（3）生命と財産を守る
防災と減災のまち
づくり
（4）防災・減災システ
ムの整備
（5）命を守る交通ネッ
トワークの整備
（6）災害に強い情報通
信手段の確保と地
域情報化の推進
（7）安心を実感できる
保健・医療・福祉
のまちづくり
（8）自然環境の保全
（9）エコタウンへの挑戦
（10）生活衛生環境の保全
（11）ふるさとを想い、
復興を支える「人
づくり」
（12）産業の再生・発展
（13）雇用の創出と交流
人口の拡大
（1）防災・減災型都市
構造の構築
（2）防災自立都市の形成
（3）暮らしやすい住居
環境の整備
（4）安心して心豊かに
暮らせる生活環境
の向上
（5）地域コミュニティ
の自治力の醸成
（6）生業の基盤整備と
再生
（7）企業誘致の促進と
雇用の確保
（8）観光資源の再構築
と魅力づくり
（9）新たな仕事の創出
と起業の推進
（10）持続可能な地域経
済・社会の構築
（11）民間資源の導入
（1）安心・安全なまち
づくり
①災害に備えるまちづ
くり
②土地利用
③原子力災害の克服
（2）仕事の復興
①農業の復興
②水産業の復興
③商工業の振興
④労働者への支援
⑤新たな産業の創出
（3）住宅・暮らしの復興
①社会経済基盤の復興
②住宅の建設・取得の
支援
③災害公営住宅の整備
④保健・医療・介護・
福祉の充実
⑤教育・文化の振興
⑥スポーツ振興
主要施策1
緊急的対応
①放射性物質による汚
染対策
②市民生活の応急的復旧
主要施策2
市民生活復興
①すべての市民が安心
して暮らすことがで
きるまちの再生
②コミュニティ・地域
の絆の復活
主要施策3
経済復興
①産業の再生
②新たな産業の創出
主要施策4
防災まちづくり
①災害に強いまちの創造
主要施策5
①未来を拓く子どもの育成・
世代を超えた人づくり
②子育てしやすい環境
の整備
主要施策6
原子力災害の克服
①放射性物質による汚
染への対応
②「復興モデル」の世界発信
（各市町の復興計画およびヒアリング調査を参考に筆者作成）
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算の成立が遅れたことに対しては、6市町ヒアリ
ング調査においても、問題であったという意見が
ある。例えば、南三陸町においては、復興計画は
2011年9月には完成していたが、第三次補正予算
の成立を待たなければ復興計画として成立させる
ことができなかったという。復旧・復興の指針と
なる復興計画をいち早く出せないことは、復興へ
の道程を広く一般に示すことができず、結果的に
復興を遅らせてしまうことにつながる。南三陸町
の事例は、被災自治体はいち早く復興予算を成立
させることを強く望んでいること、かつ、東日本
大震災において復興予算成立が遅かったと地元自
治体の一部は感じていたことを示している。
（2）復興計画策定プロセスの特徴
木内ら（2016）の調査によると、東日本大震災に
おける復興計画の検討・策定の一般的な流れは①
沿岸堤防の整備計画、②多重防御の実現手法、③
移転住宅用地等の確保、④復興市街地の整備計
画、⑤復興公営住宅等の整備という順であるとい
う。この指摘を前提とすると、東日本大震災に
おける復興計画の検討・策定プロセスには、阪
神・淡路大震災の震災復興計画の検討・策定と比
較して、①〜③の検討・調整の段階が加わってい
る。また、木内らはさらに、①〜④の各段階の検
討結果は、次の段階の検討のための前提条件とな
るが、前段階の検討途中情報を得つつ後段階が早
期に結論を得るために始められており、フィード
バック等の過程を得る余裕がほとんどなかったと
指摘している。さらに、多重防御と移転住宅用地
の確保等が優先的に検討され、通常の都市マス
タープラン等の策定時に最初に検討される、都市
構造のあり方や人口フレームの検討等は結果的に
先送りされていると指摘している。
また、復興計画の検討・策定にあたっては、住
民と歩調を合わせつつ、できるだけ早期に将来ビ
ジョンに関する合意形成を図るかという課題があ
る。宮城県東松島市のヒアリング調査では、震災
から1か月後に基本方針を策定、震災から百日後
には災害対策本部を災害復興本部へ名称を改める
とともに、合同慰霊祭を行ったという。以上から
分かることは、住民の気持ちに寄り添いながら、
復興計画の検討・策定の時期を慎重に見定めてい
き、その具体的な方法として、節目に合わせて、
慰霊的行事と復興に関する制度改変を同時に行う
ということがなされていたということである。さ
らに、東松島市では住民参加型でまちづくり計画
を策定しているが、これは震災前から市民協働を
掲げ、まちづくりについて地域主体で実施してい
たことが生かされたものである。
また、復旧・復興の指針となる復興計画は、そ
の事業計画が期間内に実現可能であるかという点
は勿論重要であるが、復旧・復興にかかる時間が
住民にとって適切であると感じられることが肝要
となる。復興計画を8年に設定した岩手県に合わ
せ、同じく8年で策定した陸前高田市は、8年とい
う期間の採用に至った理由は岩手県がいち早く作
成した復興計画に準じたところが大きかったと述
べている。そして、8年という期間は、決してそ
の実施内容に対して十分な余裕のある期間ではな
く、住民感情を優先した結果であったという。住
民の高齢化を鑑みた際、着実に復興に歩みを進め
ることと、出来る限り短い期間で復興を遂げるこ
ととを同時に成し遂げるため、設定された期間で
あることが伺われる。
（3）復興計画の策定体制
ア． 有識者等による検討委員会等の設置状況と
その評価
内閣府調査（2012年3月時点）によると、東北3県
の地方自治体における検討会議等の設置状況とし
て、全体では「復興計画の策定主体となる組織と
して設置した」とする回答が18市町村（約32％）と
最も多く、「市町村長に提言・答申するための組
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織として設置した」が16市町村（約28％）と続いて
いる。また、「有識者等による検討委員会等は設
置しなかった」とする市町村も12市町村（約21％）
あった（図2）。
6市町ヒアリング調査で対象となった自治体に
おいては、すべての市町で復興計画を検討する委
員会が設置されている（表3）。その設置理由は、
復興計画の策定にあたって、その策定主体として
設置した事例（釜石市、陸前高田市、新地町、南
相馬市）と、復興計画の策定にあたって、主に意
見聴取のために設置された事例（南相馬市、東松
島市）がある。また、委員数は陸前高田市（50名）、
釜石市（45名）のような規模から、南三陸町（9名）、
東松島市（6名）のような少数のものもある。また、
6市町において、学識経験者はほぼすべての委員
会に入っている。学識経験者の委員数がゼロの
釜石市の場合も、復興計画の策定主体となる「釜
石市復興まちづくり委員会」とは別に、アドバイ
ザーとして6名の学識経験者を置いている。さら
に、委員会に提言を行う組織として、著名な建築
家を顧問に据え、学識経験者3名、市民委員13名
からなる「釜石市復興プロジェクト会議」を別途設
置している。また、NPOや市民団体等に所属す
る委員は、釜石市が最も多く6名（うち、一般公募
の市民3名を含む）であった。一方で、委員会の構
成委員数が比較的少ない南三陸町、東松島市の場
合は、NPOや市民団体等に所属する委員がゼロ
であり、委員会を構成するメンバー全員が学識経
験者で占められていた。
さらに、女性の委員数は、釜石市8名（約18％）、
南相馬市5名（約20％）、陸前高田市4名（約8パーセ
ント）、新地町1名（約7％）となり、南三陸町なら
びに東松島市はゼロであった。復興庁が行った復
興計画の策定にあたって設置された委員会等にお
ける女性割合の調査9）によると、2012年4月現在、
外部有識者等を含めた委員会を設置している市町
村の委員の合計751人中、84人（約11％）が女性で
あり、調査した38市町村のうち9市町村で女性委
員がゼロという結果だった。
0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20
その他
有識者等による検討委員会等は
設置しなかった
有識者等が、自主的に集まって
提案する任意組織をつくった
知事／市町村長に提言・答申
するための組織を設置した
復興計画の政策主体となる
組織として設置した 18
16
1
12
12
図2. 有識者等による検討委員会等の設置状況
（対象市町村＝57、複数回答）
（内閣府報告をもとに筆者作成）
表3. 6市町における有識者等による検討委員会等の設置状況
委員会名称 設置理由 委員数 学識 経験者 NPO等 女性
釜石市 釜石市復興まちづくり委員会
復興計画策定（①復旧及び復興のあるべき姿や基
本方針に関すること②復興計画に掲げる施策及び
事業に関すること）について調査審議するため設置
45 0
6
（一般公募の市
民3名を含む）
8
陸前高田市 陸前高田市震災復興計画検討委員会 復興計画案の策定およびその他復興計画案の策定に必要な事項に関して検討を行う組織として設置 50 3 1 4
南三陸町 南三陸町震災復興計画策定会議 復興計画の策定にあたり意見を述べるほか、復興事業に関する包括的審議を行う組織として設置 9 7 0 0
東松島市 東松島市震災復興まちづくり計画有識者委員会
復興まちづくり計画に係る専門的立場からの指導、
助言する組織として設置 6 6 0 0
新地町 新地町復興計画策定委員会 復興計画策定にあたる調査、検討をし、復興計画の策定主体となる組織として設置 15 1 3 1
南相馬市 南相馬市復興市民会議
震災および原子力災害からの復興に向け、市民の
意見を反映させた復興計画を策定するための政策
主体となる組織として設置
25 2 0 5
（各市町の報告書等をもとに筆者作成）
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せず、実施計画を見直した理由として、復興計画
を「復興への理念」と捉えており、それをむやみに
改定することは避けるべきであるとの考えがあっ
たと述べている。
また、南相馬市は復興計画を見直しせず、実施
計画を2度見直してきた。そして、2014年度には
復興計画を改定せず、総合計画へと統合する形を
とった。南相馬市は、福島第一原子力発電所事故
の影響により、避難指示区域が設定され、区域見
直しが除染状況に合わせて図られている。その進
捗状況を復興計画策定時に見極めることは困難で
あった。そのようななかで、市の総合計画の策定と
一体化することで、その一部をなす復興計画も新
たに見直しを図りながら策定し、現状との整合性を
保ちながら復興への歩みを進めているといえる。
ウ．復興計画改定型
復興計画そのものを改定した自治体もみられ
た。6市町ヒアリング調査の対象自治体において
は、南三陸町、新地町の2市町が該当した。南三
陸町は、2011年12月26日に「南三陸町復興計画」
（10年プラン）を策定し、翌2012年3月26日に改定
しているが、改定内容は微調整程度である。一
方、新地町は2012年1月23日に「新地町復興計画」
（10年プラン）を策定し、約3年間の復旧・復興事
業の進捗状況を精査し、策定委員会とパブリック
コメントを踏まえ、2015年6月18日に「第二次新
地町復興計画」として改定を行い、第一次復興計
画でも最優先事項に掲げられていた「すまい再建
事業」は継続して重点事項として掲げつつ、第二
次復興計画から新たに「コミュニティ・絆復興事
業」、「仕事・なりわい復興事業」、「新たなまちの
拠点事業」を重点事項に挙げている。第一次から
継続している「すまい再建」は、ヒアリングにおい
て言及されていた「再建が進まない住民」に対する
施策である。新地町では、震災から3年以上が経
過した時点において借り上げ住宅や仮設住宅に住
（4）復興計画策定後のプロセス
復興計画の策定後、被災した各自治体のなかに
は、復興計画ならびに実施計画通りに実施した自
治体もあれば、適宜見直し等を図った自治体もあ
る。このような、各被災自治体における復興計画
策定後の見直しの有無については、以下の3類型
に大別された。
ア．復興計画・実施計画等改定無し型
6市町ヒアリング調査の対象自治体において、
復興計画、ならびに実施計画に関して改定や見直
しをせずに推進した自治体は釜石市、東松島市の
2市が該当した。釜石市は、2011年12月22日に「釜
石市復興まちづくり基本計画」（10年プラン）を策
定し、その後、実施計画等の見直しもせずに計画
を遂行してきた。また、東松島市も、2011年12月
23日に「東松島市復興まちづくり計画」（10年プラ
ン）を策定し、あわせて実施計画等の変更はして
いない。ヒアリング調査において釜石市は、復興
計画等の見直しについて、復興計画の改定よりも
むしろ次期総合計画の策定と、現行の復興計画と
の接続に関心が払われていると述べている。
イ．復興計画改定無し・実施計画見直し型
また、復興計画の改定はせずに、実施計画を適
宜見直した自治体もみられた。6市町ヒアリング
調査の対象自治体においては、陸前高田市、南相
馬市の2市が該当した。陸前高田市は、2011年12
月23日に「陸前高田市復興計画」（8年プラン）を策
定し、その後改定はしていない。そして、その計
画の実施状況に合わせ、震災復興実施計画を2015
年3月、2016年3月に2度改定している。また、南
相馬市は、2011年12月21日に「南相馬市復興計画」
（10年プラン）を策定し、その後改定はしていな
い。そして、実施状況に合わせ、復興計画前期実
施計画を2013年3月25日、2014年2月28日の2度改
定している。陸前高田市は、復興系計画を見直し
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んでいる住民については、防災集団移転事業など
に参加する住民らに比べ、その意向の把握が困難
であったという。そこで、第二次復興計画策定に
あたっては、該当の住民約30名にアンケートを実
施し、改定内容に反映させた。
以上のように、被災した各市町は復興計画を実
施計画との連動、総合計画との接続を鑑みなが
ら、復旧・復興のプロセスで変化しつづける現場
の状況とその都度対応し、運用してきたといえる。
4．東日本大震災における復興計画
策定の実態についての考察
本論文では、東北3県（岩手県・宮城県・福島
県）および、東北3県内の市町村における復興計画
策定と、その策定プロセスを概観した。以上のこ
とを踏まえ、本節では、それらから得られた実態
を考察し、将来の災害対応において改善すべき
点、課題を述べる。
市町村の復興計画の策定にあたっては、国の予
算成立を待たなければならなかったことで、復興
計画の策定・公表が遅れたことを指摘した。確か
に、国の予算成立をより迅速に行う必要があるこ
とは勿論である。しかしながら、必ずしもすべて
の計画が迅速であれば良いというわけではない。
復興計画は、がれき撤去や仮設住宅の建設といっ
た、応急的な処置が必要な計画と、高台移転や
かさ上げ工事といった、住民と行政が地域の将来
ビジョンを共に構想することが求められる計画に
よって構成されている。つまり、被災直後から素
早く決定し実行するべき事項と、住民の意見聴取
をはじめ、じっくりと議論を重ねてから決定し実
行するべき事項が、一つの復興計画に集約されて
いるのである。このような復興計画の性質を鑑み
ると、被災によって不安をかかえた住民を安心さ
せるために、緊急的な復興計画と、将来ビジョン
を踏まえた長期的な復興計画と2段階に分けて決定
し、住民に提示するという方法も考えられるので
はないだろうか。具体的には、地方自治体は、災
害が起こる前に予め復興計画の議論を進めておく
という「事前復興」の一つとして、被災者の応急的
な生活環境の確保など、早急に提示すべき事項を
メニュー化し、国の予算代行や予算の一部負担も
考慮に入れる項目として事前に準備しておくなど
の対応策が考えられる。その上で、コミュニティ
の再編に関わるような防災集団移転など、街の長
期的な将来ビジョンに関わる事項にあたっては、
住民の意見聴取の時間を最大限確保し、住民主体
の熟議のうえで、国の予算等との兼ね合いを踏ま
えて決定することが望ましいのではないだろうか。
また、被害の大きかった市町村においては有識
者等による検討委員会が設置されるケースがほと
んどであるが、東日本大震災においては、そのメ
ンバーに住民と専門家が序列なく参画している
ケースと、専門家のみで構成されたケースが見ら
れた。震災復興においては、高い専門知識を持つ
外部有識者の力が必要になることは勿論だが、そ
のような外部有識者によってもたらされる専門知
見をより活かすためには、地元の知見と融合させ
ることが必要である。その意味において、復興計
画の策定段階において、外部有識者と住民が一つ
のラウンドテーブルで議論を尽くすことができる
よう、復興計画の検討委員会等の設置にあたって
は、専門家のみならず、住民をメンバーに登用す
ることが求められる。さらに、復興を担う人材と
して、NPO関係者や女性を積極的により多く登
用していくことも、今後の課題であろう。
最後に、復興計画策定後のプロセスにおいて
は、被災地の流動的な状況変化に応じて、適宜、
計画と実施状況の相互チェックを行い、その結果
によっては復興計画の修正を含めた柔軟な対応が
求められる。そして、復興計画から総合計画への
スムーズな接続が図らなければならない。本調査
でケーススタディとしてもちいた6市町において
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は、それぞれの状況に準じて対応がなされている
が、6市町も含め、多くの被災自治体では、復興
計画の実施に注力しなければならず、その実施状
況を総合的に捉え、復興計画の妥当性を検証し、
再検討する余裕がほとんどなかった。そのため、
復興計画策定後においては、実施目標の時期を守
れているかなど、復興計画の進捗を確認し、復興
計画の妥当性を定期的に検証する外部のフォロー
アップ組織の設置も必要だったのではないだろう
か。復興計画の妥当性を検証するフォローアップ
組織としては、復興計画の策定主体であった検討
委員会が引き続き担うことができれば、計画策定
から計画実施まで、継続的に計画に携わることが
可能となるだろう。
以上のように、復旧・復興という長期間のプロ
セスにおいて、国、県、市町村、住民、専門家と
いったステークホルダーがそれぞれの役割を十分
に発揮し、持続的な災害復興を目指すための復興
計画の策定、運用システムの再構築が求められる。
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